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○療育手帳の交付に関する規則 

平成12年３月30日 

京都府規則第10号 

療育手帳の交付に関する規則をここに公布する。 

療育手帳の交付に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、「療育手帳制度について」（昭和48年９月27日付け厚生省発児第156

号厚生事務次官通知。以下「次官通知」という。）に基づき、知的障害者及び知的障害児

に対して一貫した指導及び相談を行うとともに、国、地方公共団体等が実施する援助措置

を受けやすくするために交付する療育手帳（以下「手帳」という。）に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第１条の２ この規則において「判定」とは、判定機関の長が、手帳の交付の手続において、

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第11条第１項第２号ハ又は知的障害者福祉法（昭和

35年法律第37号）第11条第１項第２号ハに規定する判定に関する事務として、知的障害が

あるかどうか又はその程度を判定することをいう。 

２ この規則において「判定機関」とは、京都府家庭支援総合センター及び京都府児童相談

所をいう。 

（令５規則７・追加） 

（交付対象者） 

第２条 手帳は、次の各号に掲げる要件のいずれかに該当する者に対して交付する。 

(1) 判定機関の長が知的障害があると判定をした者（以下「知的障害者」という。）で、

府の区域（京都市の区域を除く。以下同じ。）内に居住地を有するもの 

(2) その他の知的障害者で、次に掲げる措置又は給付費の支給を受けて府の区域外に所

在する施設等に入所等をしているもの 

ア 児童福祉法第27条第１項第３号若しくは第２項の規定により京都府知事（以下「知

事」という。）が行う措置又は同法第24条の２第１項の規定により知事が行う障害児

入所給付費の支給 

イ 知的障害者福祉法第16条第１項第２号の規定により市町村長（府の区域内の市町村

の長に限る。以下同じ。）が行う措置 

ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第
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123号）第29条第１項の規定により市町村長が行う介護給付費又は訓練等給付費の支

給 

（平15規則17・平18規則43・平22規則25・平24規則20・平25規則21・令５規則７・

一部改正） 

（手帳の交付） 

第３条 手帳の交付を受けようとする者又はその保護者（配偶者、親権を行う者、後見人そ

の他の者で知的障害者を現に監督保護するものをいう。以下同じ。）は、療育手帳交付申

請書（別記第１号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、判定機関の長が行った障害の程度の判定の結果、適当と認めたときは、手帳及

び療育、相談の記録等を記載する手帳の別冊を交付するものとする。 

３ 知事は、前項の判定の結果、手帳の交付が適当でないと認めたときは、その旨を第１項

の申請書を提出した者に通知するものとする。 

（手帳の記載事項及び様式） 

第４条 手帳に記載する事項は、次のとおりとする。 

(1) 手帳番号及び交付年月日 

(2) 知的障害者の氏名、住所及び生年月日 

(3) 障害の程度 

(4) 判定機関の名称、判定年月日及び次回判定年月 

(5) 保護者の氏名、住所及び知的障害者との続柄 

(6) 前各号に掲げる事項のほか、知事が特に必要と認める事項 

２ 手帳は、別記第２号様式によるものとし、手帳の別冊は、別に定めるところによるもの

とする。 

（平18規則43・一部改正） 

（再判定） 

第５条 知事は、手帳の交付後における障害の程度の確認（以下「再判定」という。）を行

う必要があると認めた場合は、再判定の時期を指定するものとする。 

２ 再判定が必要とされた知的障害者又はその保護者は、前項の規定により指定された時期

までに再判定の申請をしなければならない。 

３ 手帳の交付を受けた知的障害者又はその保護者は、手帳の交付後、その障害の程度に大

きな変化が生じた場合は、再判定を申請することができる。 

４ 再判定の申請は、再判定申請書（別記第３号様式）によるものとする。 
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５ 第３条の規定は、再判定の申請に準用する。 

６ 知事は、再判定により新しい手帳を交付する場合は、従前の手帳と引換えに行うものと

する。 

（手帳の再交付） 

第６条 手帳の交付を受けた知的障害者又はその保護者は、手帳を紛失し、又は破損したと

きは、再交付を受けることができる。 

２ 再交付の申請は、療育手帳再交付申請書（別記第４号様式）によるものとする。 

３ 前条第６項の規定は、手帳の破損の場合に準用する。 

４ 紛失により手帳の再交付を受けた者が、紛失した手帳を発見したときは、速やかにこれ

を知事に返還しなければならない。 

（記載事項の変更の届出） 

第７条 手帳の交付を受けた知的障害者又はその保護者は、手帳の記載事項に変更が生じた

ときは、療育手帳変更届（別記第５号様式）に手帳を添えて知事に提出しなければならな

い。 

２ 知事は、前項の療育手帳変更届の提出があったときは、手帳の記載事項を修正し、これ

を返付するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、知的障害者の氏名を変更する場合及び手帳の記入欄の余白が

なくなった場合は、前条の手続に準じて再交付をするものとする。 

（他の都道府県からの転入手続） 

第８条 他の都道府県（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市

を含む。以下同じ。）が発行する次官通知に基づく療育手帳の交付を受けている知的障害

者であって、居住地を府の区域内に移したものが、第３条第１項の規定による申請をする

場合は、療育手帳交付申請書に当該手帳又はその写しを添えるものとする。 

２ 前項の場合において、判定に当たって従前の居住地の判定資料の利用を希望する者につ

いては、判定機関の長に申出書（別記第６号様式）を提出するものとする。 

３ 判定機関の長は、前項による申出書の提出があった場合は、別記第７号様式により従前

の居住地の他の都道府県に対し、判定資料の提供を依頼するものとする。 

４ 知事は、第１項の申請を受け付けたときは、その旨を従前の居住地の他の都道府県の長

に通知するものとする。 

（令５規則７・一部改正） 

（手帳の返還） 
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第９条 手帳の交付を受けた知的障害者、保護者又はその親族等で手帳を現に所持する者は、

知的障害者が次の各号のいずれかに該当するときは、手帳を療育手帳返還届（別記第８号

様式）により、知事に返還しなければならない。 

(1) 知的障害者に該当しなくなったとき。 

(2) 知的障害者が死亡したとき。 

(3) その他手帳を必要としなくなったとき。 

（療育手帳交付台帳） 

第10条 知事は、療育手帳交付台帳（別記第９号様式）を作成し、これに手帳の交付に関す

る事項を記載するものとする。 

２ 判定機関の長は、手帳に関する事項を記録するものとする。 

（平16規則７・平18規則43・一部改正） 

（手帳の使用） 

第11条 手帳の交付を受けた者は、手帳を譲渡し、又は貸与してはならない。 

（書類の経由） 

第12条 町村に居住地を有する者が知事に提出する申請書、届出書等は、京都府広域振興局

の長を経由しなければならない。知事が交付する手帳等についても、同様とする。 

（平16規則７・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、次官通知に基づき現に知事が交付している療育手帳は、この規則

に基づき交付した手帳とみなす。 

３ この規則の施行の日前に、次官通知に基づき知事に提出された申請書等については、こ

の規則に基づき提出された申請書等とみなす。 

附 則（平成15年規則第17号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年規則第７号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成16年５月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 別段の定めがあるものを除き、この規則の施行前にした改正前の規定に基づく申請等の

行為については、改正後の規定に基づいてしたものとみなす。 

３ この規則による改正前の規定に基づく様式による用紙は、当分の間、この規則による改

正後の様式による用紙とみなし、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成18年規則第43号）抄 

１ この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成22年規則第25号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前にしたこの規則による改正前のそれぞれの規則（以下「旧規則」とい

う。）の規定に基づく申請等の行為については、この規則による改正後のそれぞれの規則

（以下「新規則」という。）の規定に基づいてしたものとみなす。 

３ 旧規則の規定に基づく様式による用紙は、当分の間、新規則の規定に基づく様式による

用紙とみなし、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成24年規則第20号）抄 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年規則第21号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第15号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正前のそれぞれの規則の規定に基づく様式による用紙は、当分の間、

この規則による改正後のそれぞれの規則の規定に基づく様式による用紙とみなし、所要の

調整をして使用することができる。 

附 則（令和５年規則第７号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正前の療育手帳の交付に関する規則別記様式による用紙は、当分の間、

この規則による改正後の療育手帳の交付に関する規則別記様式による用紙とみなし、所要

の調整をして使用することができる。 
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別記第１号様式（第３条関係） 

（平16規則７・平22規則25・令３規則15・令５規則７・一部改正） 

第２号様式（第４条関係） 

第３号様式（第５条関係） 

（平16規則７・平22規則25・令３規則15・令５規則７・一部改正） 

第４号様式（第６条関係） 

（平16規則７・平22規則25・令３規則15・一部改正） 

第５号様式（第７条関係） 

（平16規則７・令３規則15・一部改正） 

第６号様式（第８条関係） 

（平22規則25・令３規則15・一部改正） 

第７号様式（第８条関係） 

（平22規則25・一部改正） 

第８号様式（第９条関係） 

（平16規則７・令３規則15・一部改正） 

第９号様式（第10条関係） 

 


